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除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止に関する専門家検討会 

開催要綱 

（平成２４年３月８日一部改訂） 

1 趣旨 

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電

所の事故により放出された放射性物質の除染等作業及び廃棄物等の収集等に従事

する労働者の放射線障害防止については、「東日本大震災により生じた放射性物質

により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」

（以下「除染電離則」という。）を平成２４年１月１日より施行しているが、今後、

避難区域の線引きの変更等に伴い、除染特別地域等において、公的インフラ等の復

旧、製造業等の事業、病院・福祉施設等の事業、営農・営林、廃棄物の中間処理、

保守修繕、運送業務等が順次開始される見込みとなっており、これら業務に従事す

る労働者の放射線障害防止対策について検討を行う必要がある。 

このため、厚生労働省において、有識者の参集を求め、除染特別地域等における

インフラ復旧業務等に従事する労働者の放射線障害防止対策のあり方について検

討会を開催する。 

2 検討項目 

(1) 対象作業 

除染特別地域等における以下に掲げる事業に係る作業 

ア 公的インフラ等の災害復旧事業 

イ 雇用の維持・確保を図るための製造業等の事業 

ウ 病院、福祉施設、店舗等居住者を前提とした事業 

エ 営農、営林 

オ 廃棄物の処分の事業 

カ 保守修繕、運送、その他事業 

(2) 放射線障害防止対策の適用範囲と最適な対策の内容の検討 

ア 土壌掘削等、除染に類似する汚染物等を取り扱う作業 

イ 除染類似作業以外の屋外作業 

ウ 製造業等における屋内作業 

エ 汚染廃棄物の処分等施設内に放射線源がある作業 

3 構成 

(1) 本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長（東電福島第一原発作業員健

康対策室長）が、別紙の参集者の参集を求めて開催する。 

(2) 本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理する。 

(3) 本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。 

(4) 本検討会は、参集者以外の者に出席を求めることができる。 

4 その他 

(1) 本検討会は、原則として公開する。ただし、個人情報、企業秘密等を取り扱う

などの場合においては、非公開にすることができる。 

(2) 本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課において行う。 
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参集者（五十音順） 

大迫 政浩 

（欠席） 

独立行政法人国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター長 

金子 真司 

（欠席）  

独立行政法人森林総合研究所 

放射性物質影響評価監  

小林 恭  独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

中央農業総合研究センター 

作業技術研究領域長 

杉浦 紳之 独立行政法人放射線医学総合研究所 

緊急被ばく医療研究センター長 

古田 定昭 独立行政法人日本原子力研究開発機構 

東海研究開発センター 

核燃料サイクル工学研究所放射線管理部部長 

松村 芳美 

（欠席） 

公益社団法人産業安全技術協会 

参与 

建山 和由  立命館大学 理工学部環境システム工学科 

教授  

名古屋 俊士  早稲田大学 理工学術院 

教授  

森 晃爾 産業医科大学 

産業医実務研修センター所長 教授 

門馬 利行  

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構  

福島技術本部福島環境安全センター 技術主幹  

 

オブザーバー 

尾澤 卓思 復興庁 統括官付参事官 

須藤 治 内閣府原子力災害対策本部 原子力被災者 

生活支援チーム 住民支援班 参事官 

茶山 秀一 内閣府原子力災害対策本部 原子力被災者 

生活支援チーム 放射線班 班長 

安岡 澄人 農林水産省 生産局 総務課 室長  

井出 光俊 林野庁 経営課 林業労働対策室長 

 



検討会の進め方について（案） 

 

1 ガイドライン原案の作成 

(1)  汚染廃棄物を扱う作業、一定の空間線量を超える地域（場所）における作

業等に従事する労働者のために必要となる放射線障害防止対策を策定する

際には、以下の点に留意する必要がある。 

ア 被ばく低減対策など、一律に一定の基準を義務付けるよりも促進的に取

り組んだ方が効果的な対策が多いこと 

イ 新たな情報を踏まえて柔軟に対策の内容を見直す必要があること 

(2)  これらを踏まえ、本検討会においては、可能な限り多様な汚染廃棄物を取

り扱う作業、一定の空間線量を超える地域（場所）における作業内容を収集

し、具体的かつ実用的な対策を盛り込んだガイドラインの原案を作成する。 

 なお、このガイドラインは、労働者を対象としたものであるが、必要に応じて、

農業従事者等、自営業者が活用することもさしつかえない。 

(3) 対策内容の検討に当たっては、すでに施行されている除染電離則及びガイド

ラインの規定との整合性に留意する。 

2 新たな規則（省令）に盛り込むべき内容の提言 

上記ガイドラインに盛り込まれた対策のうち、義務として担保すべき事項につ

いて、提言をいただく。 

3 今後のスケジュール 

(1) 検討会の開催 

ア 再開第２回（通算第８回） 3 月 27 日 18:00-20:00 

イ 再開第３回（通算第９回） 4 月 6 日 18:00-20:00 

ウ 再開第４回（通算第 10 回） 4 月 20 日 13:30-15:30 

(2) 厚生労働省では、検討会の検討結果を踏まえ、除染作業等に従事する者に

対するガイドラインを作成するとともに、そのうちの必要事項について、新た

に制定する規則に盛り込むこととする。 

(3) 厚生労働省は、パブリックコメント、労働政策審議会等への諮問・答申、公布

後一定の周知期間を経た上で新たな規則及びガイドラインを施行する。 
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